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(57)【要約】
ハブ２１に対してシャフト２０を係止するための摩擦継
手１，１’において、径方向に変形する内側スリーブ２
と、径方向に変形する外側スリーブ３と、前記内側スリ
ーブ２と前記外側スリーブ３に対して軸方向に移動する
環状ピストン１２を備え、前記環状ピストン１２は、前
記内側スリーブ及び／又は前記外側スリーブと連携する
と共に、前記内側スリーブ２と前記外側スリーブ３に対
して移動する際、前記内側スリーブ２及び／又は前記外
側スリーブ３を変形させるために配設される円錐状の周
面１３，１４を有して、前記係止を提供する。前記摩擦
継手１はさらに、係止するための前記環状ピストン１２
の動作を発生させるように配設された作動手段５，１８
と、係止を解除するための前記環状ピストン１２の動作
を生むように配設された作動解除手段４を備える。前記
作動手段５，１８と前記作動解除手段４は、軸方向から
見て、前記環状ピストン１２と同側に設置される。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ハブ（２１）に対してシャフト（２０）を係止するための摩擦継手（１，１’，１”）
であって、
　前記シャフトとの摩擦的係合のために配設される径方向に変形可能な内側スリーブ（２
）と、
　前記ハブとの摩擦的係合のために配設される径方向に変形可能な外側スリーブ（３）と
、
　前記内側スリーブ（２）と前記外側スリーブ（３）に対して、軸方向に移動可能な環状
ピストン（１２）と、
　を備え、
　前記環状ピストン（１２）は、円錐状の周面（１３；１４）を有し、前記内側スリーブ
及び／又は前記外側スリーブと連携すると共に、前記環状ピストン（１２）が前記内側ス
リーブ（２）と前記外側スリーブ（３）に対して移動する際、前記内側スリーブ（２）及
び／又は前記外側スリーブ（３）を変形させるために配設されて、前記係止を提供し、
　前記摩擦継手（１）はさらに、
　前記摩擦継手（１）を係止するための前記環状ピストン（１２）の動作を発生させるよ
うに配設された作動手段（５，１８）と、
　前記摩擦継手（１）の係止を解除するための前記環状ピストン（１２）の動作を発生さ
せるように配設された作動解除手段（４）と、
　を備えた摩擦継手（１，１’，１”）において、
　前記作動手段（５，１８）と前記作動解除手段（４）は、軸方向から見て、前記環状ピ
ストン（１２）と同じ側に設置される、
　ことを特徴とする摩擦継手（１，１’，１”）。
【請求項２】
　前記作動解除手段は作動解除圧力室（４）を備え、加圧時に、前記摩擦継手（１）の係
止を解除するための前記環状ピストン（１２）の前記動作を発生させることを特徴とする
、請求項１記載の摩擦継手（１，１’，１”）。
【請求項３】
　前記作動手段は作動圧力室（５）を備え、加圧時に、前記摩擦継手（１）を係止するた
めの前記環状ピストン（１２）の前記動作を発生させることを特徴とする、請求項１また
は２記載の摩擦継手（１，１’）。
【請求項４】
　前記環状ピストン（１２）と連結され、前記作動解除圧力室（４）と前記作動圧力室（
５）を分離するフランジ部（１７）をさらに備えることを特徴とする、請求項２及び３記
載の摩擦継手（１，１’）。
【請求項５】
　前記フランジ部（１７）は、前記作動圧力室（５）を定義する組付面（７）及び、前記
作動解除圧力室（４）を定義する組付解除面（６）を有し、且つ前記組付解除面（６）は
、前記組付面（７）よりも大きいことを特徴とする、請求項４記載の摩擦継手（１，１’
）。
【請求項６】
　前記作動手段は、弾性的圧縮性作動手段（１８）を備え、前記弾性的圧縮性作動手段は
、前記摩擦継手（１）を係止するための前記環状ピストン（１２）の前記動作を発生させ
るように配設されることを特徴とする、請求項１または２記載の摩擦継手（１”）。
【請求項７】
　前記内側スリーブ（２）及び前記外側スリーブ（３）のうちの少なくとも１つは、前記
軸方向に延伸するスロット部（２５ａ，２５ｂ，２６ａ，２６ｂ）を有することを特徴と
する、前記請求項のいずれか１項に記載の摩擦継手（１，１’，１”）。
【請求項８】
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　摩擦変形面は、前記内側スリーブと連携する前記環状ピストンの面と、前記外側スリー
ブと連携する前記環状ピストンの面と、前記ピストンと連携する前記外側スリーブ（３）
の面と、前記ピストンと連携する前記内側スリーブ（２）の面のうちの少なくとも１つに
提供されることを特徴とする、前記請求項のいずれか１項に記載の摩擦継手（１，１’，
１”）。
【請求項９】
　潤滑流路は、前記内側スリーブと連携する前記環状ピストン（１２）の面と、前記外側
スリーブと連携する前記環状ピストン（１２）の面と、前記ピストンと連携する前記外側
スリーブ（３）の面と、前記ピストンと連携する前記内側スリーブ（２）の面と、のうち
の少なくとも１つに配設されることを特徴とする、前記請求項のいずれか１項に記載の摩
擦継手（１，１’，１”）。
【請求項１０】
　前記円錐状の周面は、前記内側スリーブ（２）と前記環状ピストン（１２）間の接触面
、及び／又は前記外側スリーブ（３）と前記環状ピストン（１２）間の接触面で構成する
ことを特徴とする、前記請求項のいずれか１項に記載の摩擦継手（１，１’）。
 
 
 
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、請求項１の前置きに記載した摩擦継手に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　そのすべての開示内容が、参照することによって本明細書に組み込まれる米国特許第４
，６１６，９４８号は、ハブに対してシャフトを係止するための摩擦継手を開示する。そ
の摩擦継手は、径方向に変形可能な内側スリーブと、径方向に変形可能な外側スリーブと
、前記内側スリーブと前記外側スリーブに対して、軸方向に移動可能である環状ピストン
を備える。前記環状ピストンは、円錐状の周面を有し、前記外側スリーブと連携すると共
に、前記環状ピストンが前記内側スリーブと前記外側スリーブに対して移動する際、前記
内側スリーブ及び／又は前記外側スリーブを変形させるために配設される。したがって、
一方では、前記内側スリーブと前記シャフト間に、他方では、前記外側スリーブと前記ハ
ブ間に、接触力が加えられる。前記接触力は、摩擦力を発生させ、その摩擦力は、前記シ
ャフトと前記ハブを互いに対して、係止させる。前記摩擦継手は、さらに作動圧力室と作
動解除圧力室を備え、その作動圧力室が加圧された時には、前記継手を係止するための前
記環状ピストンの動作を発生させ、作動解除圧力室が加圧された時には、前記継手の係止
を解除するための前記環状ピストンの動作を発生させる。前記作動圧力室と前記作動解除
圧力室は、軸方向から見て、前記環状ピストンの対向側に設置される。
【０００３】
　類似タイプの摩擦継手の他の例は、米国特許第４，８５９，１０６号、米国特許第５，
１４９，２２０号、米国特許第５，１５６，４８０号から周知であり、すべての開示内容
が、参照することによって本明細書に組み込まれる。
【０００４】
　上記摩擦継手の欠点は、前記作動圧力室及び前記作動解除圧力室への圧縮流体の供給の
連結手段が、軸方向から見て、前記継手と同側に配設されることになると、流路は、前記
内側スリーブ又は前記外側スリーブを介して提供しなければならない、ということである
。そのことは、前記摩擦継手の径方向の拡張を低減するのを困難にする。よって、径方向
に前記摩擦継手を扱いにくくし、また前記摩擦継手の重量を増やす。
【０００５】
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　もう１つの欠点は、流路の存在が強度上の問題を引き起こす、ということである。その
強度は、前記継手の材料厚の増加、又は前記継手に対する負荷を制限することによって、
補われなければならない。
【０００６】
　さらにもう１つの欠点は、上記摩擦継手が、作動又は作動解除に対して比較的大きい力
を要求する、ということである。前記作動圧力室及び前記作動解除圧力室に面するピスト
ン面は、比較的小さいので、超高圧力が要求され、例えば、組付については最大で１００
０バール、組付解除については最大で１２００バールの圧力が要求されることがしばしば
ある。このことは、作動及び作動解除に必要な設備に多大な要求をすることであり、設備
費用がより高くなる。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　そこで本発明の１つの目的は、改良された摩擦継手、又は代替的摩擦継手を提供するこ
とである。具体的な目的は、径方向において、扱いにくさをより抑えた摩擦継手を提供す
ることである。本発明のさらなる目的は、より少ない重量を有する摩擦継手を提供するこ
とである。本発明のさらにもう１つの目的は、作動及び作動解除のため、より費用のかか
らない設備の利用を可能にする摩擦継手を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記目的は、独立クレームの摩擦継手によって、全体的又は部分的に達成される。その
実施形態は、従属クレーム、以下の説明及び添付図面から明らかであろう。
【０００９】
　したがって、摩擦継手は、ハブに対してシャフトを係止するために提供される。前記摩
擦継手は、前記シャフトとの摩擦的係合のために配設される径方向に変形可能な内側スリ
ーブと、前記ハブとの摩擦的合のために配設される径方向に変形可能な外側スリーブと、
前記内側スリーブと前記外側スリーブに対して、軸方向に移動可能である環状ピストンと
、を備える。前記環状ピストンは、円錐状の周面を有し、前記内側スリーブ及び／又は前
記外側スリーブと連携すると共に、前記環状ピストンが前記内側スリーブと前記外側スリ
ーブに対して移動する時に、前記内側スリーブ及び／又は前記外側スリーブを変形させる
ために配設され、前記係止を提供する。前記摩擦継手は、さらに、前記摩擦継手を係止す
るための前記環状ピストンの動作を発生させるように配設された作動手段と、前記摩擦継
手の係止を解除するための前記環状ピストンの動作を発生させるように配設された作動解
除手段と、を備える。前記作動手段と前記作動解除手段は、軸方向から見て、前記環状ピ
ストンと同側に設置される。
【００１０】
　「シャフト」及び「ハブ」は、概略表現である。本明細書では、「ハブ」はいかなる機
械要素であってもよく、それに対応して、「シャフト」は切断面を有する機械要素であっ
て、係止されていない状態では、ハブに対して軸方向運動及び／又は回転運動を実行する
ことができるものを意味する。
【００１１】
　前記ピストンの同じ側部に、又は同じ端部に、前記作動手段と前記作動解除手段を配設
することによって、前記ピストンの反対側に提供される作動手段又は作動解除手段を制御
するための、前記内側スリーブ、又は前記外側スリーブを介して連結を提供することは必
要でない。これによって、より薄く、より軽く、及び／又は、より強固な継手を得ること
ができる。
【００１２】
　前記ピストンの同じ側部に、前記作動手段と前記作動解除手段を配設することによって
、それらの寸法は、前記ピストンの大きさによって制限されることはない。それにより、
前記ピストンに伝わる力を吸収するピストン面の位置調整をすることを可能にする。
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【００１３】
　前記作動解除手段は、作動解除圧力室を備えてもよい。加圧時には、前記摩擦継手の係
止を解除するための前記環状ピストンの前記動作を発生させる。
【００１４】
　さらに、前記作動手段は、作動圧力室を備えてもよい。加圧時には、前記摩擦継手を係
止するための前記環状ピストンの前記動作を発生させる。
【００１５】
　「圧力室」は、加圧時に、前記摩擦継手の駆動に影響を与える空間を意味する。
【００１６】
　特に、前記ピストンの同じ側部に、又は同じ端部に、前記圧力室を配設することによっ
て、前記内側スリーブ又は前記外側スリーブを介し、圧縮流体のための流路を提供するこ
とは、必要としない。これによって、より薄く、より軽く、及び／又は、より強固な継手
を得ることができる。前記摩擦継手は、さらにフランジ部を備えることができ、そのフラ
ンジ部は前記環状ピストンに連結され、前記作動解除圧力室と前記作動圧力室を分離する
。前記シャフトから径方向への前記フランジ部の拡張部は、適切な大きさの組付面と組付
解除面を得るように選択できる。出願人によって実行された検証では、約１０００バール
から約３５０バールへの削減が、前記組付面と前記組付解除面の大きさの適切な選択によ
って可能となる、ということを示された。
【００１７】
　本発明の一実施形態によると、前記フランジ部は、前記環状ピストンと一体化してもよ
い。例えば前記フランジ部は、前記環状ピストンと一体化して形成してもよい。
【００１８】
　前記フランジ部は、前記作動圧力室を規定する組付面及び、前記作動解除圧力室を規定
する組付解除面を有することができる。前記組付面と前記組付解除面の両方とも、前記シ
ャフトからの径方向の拡張部を有し、同方向の前記フランジ部の拡張部と一致することが
できる。
【００１９】
　本発明の一実施形態によると、前記組付解除面は、前記組付面よりも大きく、それは同
圧力では組付力よりも大きな組付解除力をもたらし、より低圧力で組付解除操作を実行す
ることを可能にする。
【００２０】
　前記組付面は、前記ピストンの第一断面領域よりも大きな領域を有してもよく、その第
一断面領域は、前記内側スリーブ及び前記外側スリーブに対して作用するピストン部分の
第一端部に位置し、前記組付面と同軸方向に配向される。
【００２１】
　これは、先行技術のものよりもかなり低圧力で組付操作を実行することを可能にする。
【００２２】
　前記組付解除面は、前記ピストンの第二断面領域よりも大きな領域を有してもよく、そ
の第二断面領域は、前記内側スリーブ及び前記外側スリーブに対して作用するピストン部
分の第二端部に位置し、前記組付解除面と同軸方向に配向される。
【００２３】
　これは、先行技術のものよりもかなり低圧力で組付解除操作を実行することを可能にす
る。
【００２４】
　あるいは、前記作動手段は、弾性的圧縮性作動手段を備えてもよく、その弾性的圧縮性
作動手段は前記摩擦継手を係止するための前記環状ピストンの前記動作を発生させるよう
に配設される。これにより、自動係止継手が得られる。
【００２５】
　本発明の一実施形態によると、前記内側スリーブ及び前記外側スリーブのうちの少なく
とも１つは、前記軸方向に延伸するスロット部を有することができる。このようなスロッ
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ト部によって、内側スリーブ及び／又は外側スリーブを圧縮／膨張させるのに必要な力を
小さくすることができる。
【００２６】
　摩擦変形面は、前記内側スリーブと連携する前記環状ピストンの面と、前記外側スリー
ブと連携する前記環状ピストンの面と、前記ピストンと連携する前記外側スリーブの面と
、前記ピストンと連携する前記内側スリーブの面、のうちの少なくとも１つに提供できる
。
【００２７】
　潤滑流路は、前記内側スリーブと連携する前記環状ピストンの面と、前記外側スリーブ
と連携する前記環状ピストンの面と、前記ピストンと連携する前記外側スリーブの面と、
前記ピストンと連携する前記内側スリーブの面のうちの少なくとも１つに配設できる。
【００２８】
　前記円錐状の周面は、前記内側スリーブと前記環状ピストン間の接触面で構成すること
ができる。
【００２９】
　代わりに、又は補足として、前記円錐状の周面は、前記外側スリーブと前記環状ピスト
ン間の接触面で構成してもよい。
【００３０】
　実施形態のいくつかの例は、添付図面を参照して、以下でさらに詳細に説明されるであ
ろう。
【図面の簡単な説明】
【００３１】
【図１】図１は、実施形態の摩擦継手の概略断面図である。
【図２】図２は、他の実施形態の摩擦継手（１’）の概略断面図である。
【図３】図３は、さらにもう１つの他の実施形態の摩擦継手（１”）の概略断面図である
。
【図４】図４は、図３のＡ－Ａ線の断面図である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３２】
　図１は、実施形態の摩擦継手１の概略断面図であり、摩擦継手１は、ハブ２１にシャフ
ト２０を連結して配設される。前記摩擦継手１は、内側スリーブ２及び外側スリーブ３を
構成する。前記内側スリーブ２は、シャフト接触面２２及びピストン接触面１４を有し、
前記外側スリーブ３は、ハブ接触面２４及びピストン接触面１３を有する。軸方向に移動
可能な環状ピストン１２は、前記内側スリーブ２と前記外側スリーブ３間に配設される。
【００３３】
　そのピストンの材料厚については、図１に概略図のみ示す。前記内側スリーブ２、前記
外側スリーブ３、前記ピストン１２の厚さは、前記摩擦継手が、使用すべき用途に応じて
必要な大きさにすることができる。
【００３４】
　図１に示した前記実施形態に従って、内側スリーブ２とピストン１２間の前記接触面１
４は、円錐状の周面であり、その結果、Ｄ２方向（図１では左方向）における前記ピスト
ン１２の移動は、前記外側スリーブ３の膨張と前記内側スリーブ２の圧縮を引き起こす。
その点を明らかにするために、図１に示した前記円錐状の周面は、実際の適用よりもかな
り大きな円錐角を有するように示されている。前記円錐状の周面の円錐形の選択に関する
詳細は、上記米国特許第４，６１６，９４８号を参照されたい。
【００３５】
　前記ピストン１２は、フランジ部１７を有する。そのフランジ部は、前記ピストン１２
の一端から径方向に突き出し、前記フランジ部１７の対向側に位置した組付解除面６と組
付面７を有する。前記組付面７は、作動圧力室５の境界面の一部である。前記外側スリー
ブ３の径方向に突き出している部分１６は、前記作動圧力室５のさらにもう１つの境界を
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定める部分を形成するためのものである。また前記ピストンの一部分も、前記作動圧力室
５の境界面を形成する。前記組付解除面６は、作動解除圧力室４の境界面の一部である。
前記内側スリーブ２の径方向に突き出している部分１５は、前記作動解除圧力室４のさら
にもう１つの境界を定める部分を形成するためのものである。また前記フランジ部に位置
した前記外側スリーブの一部分も、作動解除圧力室４の境界面を形成する。
【００３６】
　圧縮流体のための連結手段１０、１１は、それぞれ流路８、９を通じて前記作動圧力室
５と前記作動解除圧力室４につながっている。
【００３７】
　図１において、表記Ｐは、前記外側スリーブ３と前記内側スリーブ２の両方に対して作
用する前記ピストン部分、すなわち、前記シャフトと前記ハブ間の動力伝達部に係合され
た前記ピストン部分を指している。表記Ｅ１とＥ２は、前記ピストン部分Ｐのそれぞれの
端部を指している。
【００３８】
　次に、摩擦継手１の機能を説明する。
【００３９】
　前記摩擦継手１は、それぞれ、前記摩擦継手１と前記シャフト２０間、前記摩擦継手１
と前記ハブ２１間にあそび（図示せず）を得るために、前記シャフト２０と前記ハブ２１
間に、通常の機械交差要件で配設される。
【００４０】
　前記作動圧力室５を加圧することによって、前記組付面７に力がかかり、前記環状ピス
トン１２を、Ｄ２方向（図１では左方向）に移動させる。それにより、前記ピストン１２
と前記内側スリーブ２の接触面１４における連携により、前記内側スリーブ２の圧縮を引
き起こし、したがって、前記内側スリーブ２と前記シャフト２０間の前記接触面２２に、
接触圧を発生させる。前記作動解除圧力室４は、前記作動圧力室５を加圧する際に、排出
するか、又は何か他の方法で、無負荷にできる。
【００４１】
　これと同時に、前記ピストン１２と前記外側スリーブ３の接触面１３における連携によ
り、前記外側スリーブ３の膨張を引き起こし、これにより、前記外側スリーブと前記ハブ
２１間の前記接触面２４に、接触圧を発生させる。
【００４２】
　前記接触面における摩擦とともに、前記接触面２２、２４における前記接触圧は、前記
ハブ２１に前記シャフト２０を連結し、その結果、ハブとシャフト間の、どのような相対
運動でも、打ち消され、又は妨げられる。よってその継手は、組付け状態にある。
【００４３】
　前記作動解除圧力室４を代わりに加圧することによって、前記組付解除面６に力がかか
り、前記環状ピストン１２を、Ｄ１方向（図１では右方向）に移動させることを引き起こ
す。それにより、それぞれ、前記ピストン１２と前記外側スリーブ３との間、前記ピスト
ン１２と前記内側スリーブ２との間の前記接触面１３、１４における圧力は無負荷にされ
、したがって、前記内側スリーブ２と前記シャフト２０との間、及び前記外側スリーブ３
と前記ハブ２１との間の前記接触面２２、２４における圧力もまた、無負荷にされ、その
結果、前記シャフト２０と前記ハブ２１間の相対運動が可能となる。
【００４４】
　それぞれ、前記ピストン１２と前記外側スリーブ３の間、前記ピストン１２と前記内側
スリーブ２の間の、一方又は両方の接触面１３、１４は、変形摩擦係数を有することがで
きる。このような変形の目的は、低くて一様な摩擦係数を得ること、及び／又は、前記接
触面１３、１４の静止摩擦係数と動摩擦係数との差が、できるだけ小さな差を得ることで
あるものとすることである。
【００４５】
　摩擦削減コーティングの非限定的な一例として、いわゆる化学ニッケルめっきの表面コ
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ーティングに関して言及することができる。
【００４６】
　図２に示される他の実施形態の摩擦継手１’によると、前記外側スリーブ３と前記ピス
トン１２との間の前記接触面１４は、代わりに円錐状の周面である。
【００４７】
　したがって、図２に示した実施形態では、一方では前記作動圧力室５と前記作動解除圧
力室４、他方では前記組付面７と前記組付解除面６が、逆にされ、前記円錐状の周面は、
Ｄ１方向において、代わりに先細となっている。その結果、作動又は組付については、左
の圧力室（図２の参照数字５）が加圧されることによって達成され、作動解除又は組付解
除については、右の圧力室（図２の参照数字４）が加圧されることによって達成される。
この実施形態は、組付解除面６よりも大きい組付面７をもたらす。
【００４８】
　もう１つの他の実施形態（図示せず）によると、前記内側スリーブ２と前記ピストン１
２との間の前記接触面１４と、前記外側スリーブと前記ピストン１２との間の前記接触面
１３は、両方とも円錐状の周面である。
【００４９】
　さらにもう１つの実施形態によると、一方又は両方の接触面１３、１４は、米国特許第
４，６１６，９４８号で開示された流路などの、潤滑流路を提供する。
【００５０】
　それぞれの前記作動圧力室５と前記作動解除圧力室４の加圧は、油圧ポンプを接続する
ことによって得ることができる。代案として、前記内側スリーブ２及び／又は前記外側ス
リーブ３において、フランジ部に配設された可動ピストン（図示せず）は、それぞれの圧
力室４、５の加圧を得るために用いられるものとする。
【００５１】
　図３、４で示した実施形態の摩擦継手１”において、前記作動圧力室（図１及び図２の
参照数字５）は、弾性的な弾性作動手段１８と置き換えられ、その弾性作動手段は、Ｄ２
方向にピストンを付勢するため、すなわち、油圧ポンプを用いずに、前記摩擦継手１”の
係止を提供するために配設される。
【００５２】
　前記作動手段１８は、カップスプリング、つるまきばね、ガススプリング、圧縮性材料
、又はその同種のものなどの、ばね手段を有するものでできる。
【００５３】
　図１を参照して説明した前記作動解除圧力室４は、図１に関連して説明したとおりに同
様に動作する。すなわち、前記作動解除圧力室４が加圧される時、ピストン運動は、Ｄ１
方向に引き起こされ、そして前記継手１”の係止を解除する。
【００５４】
　また図３は、前記外側スリーブ３と前記内側スリーブ２が、前記ピストン１２が移動さ
れ、前記継手１”が係止される時に発生するスリーブの膨張／収縮を容易にする縦スロッ
ト部２５ａ、２５ｂ、２６ａ、２６ｂをそれぞれどのように備えるかを示している。した
がって、前記継手１”を係止／係止解除するのに必要な力を軽減する。前記スロット部は
、前記ピストン１２と連携して、径方向にそれぞれ前記内側スリーブ２全体及び前記外側
スリーブ３全体を介して延伸する、前記内側スリーブ２及び／又は前記外側スリーブ３の
一部分に配設される。
【００５５】
　他の実施形態によると、前記内側スリーブ２だけが、１つ以上のスロット部２５ａ、２
５ｂを備える。さらに他の実施形態によると、前記内側スリーブは、ただ１つのスロット
部２５ａ、又は２５ｂだけを備える。
【００５６】
　もう１つの他の実施形態によると、前記外側スリーブ３だけが、１つ以上のスロット部
２６ａ、２６ｂを備える。さらに他の実施形態によると、前記外側スリーブは、ただ１つ
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のスロット部２６ａ、又は２６ｂだけを備える。
【００５７】
　さらにもう１つの他の実施形態によると、前記ピストンは、上記スロットされた内側ス
リーブ、及び／又は外側スリーブと一致して、１つ以上のスロット部（図示せず）を備え
る。
【００５８】
　上記スロット部２５ａ、２５ｂ、２６ａ、２６ｂは、例えば、図１を参照して説明した
前記作動圧力室５と同じ大きさの力をかける能力はない弾性的な弾性作動手段１８と共に
用いる場合に特に好適である。
【００５９】
　さらに他の実施形態によると、また図１及び図２を参照して説明した前記継手１、１’
における前記内側スリーブ、及び／又は前記外側スリーブ２、３は、１つ以上のこのよう
なスロット部を備えることができる。
【００６０】
　さらに、前記ピストン１２が位置する前記内側スリーブ２と前記外側スリーブ３間のギ
ャップは、Ｄ１方向に全体的に又は部分的に及ばないようにできる。それは、前記継手１
、１’、１”の軸方向の延伸を制限することを可能にする。よって、軸方向においてより
コンパクトに前記継手を作成することに貢献する。
【００６１】
　対応する方法において、図２で示した実施形態は、図３と４で示した実施形態に従って
、変形できる（図示せず）。前記作動圧力室５は、弾性的な弾性作動手段と入れ替え可能
である。
【００６２】
　当業者は、図１又は図２において、その代わりに、前記作動解除圧力室４を弾性的な弾
性作動解除手段（弾性的な弾性作動手段１８に対応）と置き換えることは可能であろう、
ということに気付くだろう。したがって、自動係止解除継手を得る（図示せず）。
【００６３】
　前記フランジ部１７は、前記ピストン１２と一体化できる。一実施形態によると、前記
フランジ部と前記ピストンは、１つの部分の材料で形成され、もう１つの実施形態では、
前記フランジ部と前記ピストンは、例えば、ねじ継手又は溶接継手によって、その後で一
緒に連結する別々の部分の材料で形成される。
【００６４】
　前記内側スリーブと前記外側スリーブは、例えば、ボルト又は溶接継手を使って、一緒
に連結できる。複数のガスケットは、漏れを防ぐために、それ自体が周知の方法で配設で
きる。
【符号の説明】
【００６５】
　１　摩擦継手
　１’　摩擦継手
　１”　摩擦継手
　２　内側スリーブ
　３　外側スリーブ
　４　作動解除圧力室
　５　作動圧力室
　１２　環状ピストン
　１３　ピストン接触面
　１４　ピストン接触面
　１７　フランジ部
　１８　弾性作動手段
　２０　シャフト
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　２１　ハブ
　２２　シャフト接触面
　２４　ハブ接触面
 
 
 
 
 
 
 

【図１】 【図２】
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